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は　し　が　き　　問題の所在と本稿の視野

　経済の市場化を企てその過程さ中にある二つの（旧）社会主義大国ロシアと中国とは，いずれ

も激しいインフレーシ ョンに襲われ，一時の最悪期は脱しつつあるかにみえるものの，依然とし

てそれが経済安定化を妨げ，かつ持続的成長の維持を困難にしている状況にある。この二つのイ

ンフレーシ ョンはそれぞれが大国であるだけに経済問題として当該両国内ばかりでなく ，国際経

済並びに同政治各動向に与えている影響としても深刻な問題となっ ている。また市場機構とその

機能メカニスムの把握を中 。し・課題としている経済学にとっ ても ，計画経済からの移行過程で生じ

ているインフレーシ ョンについて，それらをどう理解し説明するか，またそれらの処理 ・解決能

力すなわち収束可能性をどう求めるかという観点からしても ，その存立と実効性が試されている ，

という重要かつ緊急の課題となっ ている。二つの国それぞれは，経済の市場化よりは政治の民主

化を先立たせたロシアと ，一方で政治の民主化よりは経済市場化を優先させた中国とでは，それ

ぞれインフレを引き起こした道筋を異にし，したがってその現れ方 ・様相にもそれらが反映して

それぞれ異なっ た特徴と性格をもっ ている。すなわち前者ロシアでは，ソ連邦解体後，大統領 ・

（複数党）議会制を採り出して以降から ，’９１年に三桁台（２５０％前後） ，’９２年には四桁台（２ ，５００％以

上）にも及ぶハイパー現象が生じ ，’９３年（９５０％前後）および’９４年（４２０％程度，いずれも推定）には

かなり改善したものの，その混乱状態からどのように脱することができるかが注目されている 。

一方，後者中国では，１９７８年経済改革に取り組み開始以降，インフレ率５％前後から２０％前後に

及び，逆に成長率が１５％前後から一桁台それも５％以下（いずれも年率）に一挙に低下するとい

う経済過程を ，’８４
一’８６年と ’８７ 一’９０年および ’９３年以降と三度に亙って繰り返し，発展 ・停滞のス

トッ プ・ アンド ・ゴーという経過を辿ることを余儀なくされ，持続的成長の維持を困難にしてい

るばかりでなく ，インフレ ・低成長の共存という慢性化懸念すら強めているということである 。

　計画経済を市場経済に移行させる過程で生じているこれらのインフレーシ ョンが，それぞれの
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程度に差はあ っても同じく市場経済化に取り組む東欧を含めてそれらの諸国が改革に取り組み始

めて以来広く観察されるところから，市場経済化そのものが生み出すいわば必然的現象もしくは

必要悪と一括解釈して終わるのはいささか早急ともいえるし，その発生メカニスムについても必

ずしも　般的に妥当な理解に達しているとは思われない。つまりこれらの（旧）杜会主義国が現

状呈しているそれぞれのインフレーシ ョンは，市場経済化という経済過程を共通としながらも ，

その態様ばかりでなく ，その契機と原因もそれぞれ固有な性格を持っており ，したがってそれら

に対処する処方菱（ここではその仔細な検討を直接の分析目的とはしていないが）も ，自ずから異なる

有り様が浮かび上がってこようからである 。

　しかし上記一つのインフレーシ ョンで目立つのは両者の相違はかりではない。計画もしくは指

令経済が自由化されるという共通の課題，とくに後述するように国営企業に関係する共通の諸課

題（その私有 ・民営化，商業 ・市場化）が絡んでくる際には，ある程度共通の原因と様相を呈して

いることも否定できない。そもそも社会経済体制（システム）とその運行（メヵニズム）を一つの

（生命）組織体に準えた場合，価格インフレーシ ョンの現象はいわばその生理機能になんらかの

病理 ・病根を抱え込んだか，それまで抑圧されてきたそれが一気に発現した症侯として理解され

なければならないことはいうまでもない。その組織体が正常に機能していれば，そうした異常な

発熱現象は生じないはずであろうからである。加えて，ここで検討の対象として設定している二

つの経済組織体にみる症状はいずれも計画経済から市場経済へとそれぞれの組織原則および組織

構造についての改変の最中に生じているのであり ，それらが平常に機能している際の単なる摩擦

的諸現象を超える問題を抱えているとして理解されなければならないであろう 。市場組織にあ っ

ての価格メカニスムのもつ情報機能は，当該組織の円滑な存立媒体として不可欠であること ，逆

に組織メカニズムに異常あるときは，その異常性をそれぞれの程度に応じて情報機能としての価

格（の変化）に，それらを反映させることになる 。

　ところでこれら二つの激しいインフレーシ ョンがなぜ生じたか，その状況については多々論議

され取り沙汰されてきてはいるものの，その現実的契機と原因，ならびにその態様とメカニズム

について，（政治もしくは社会への視野を含む）経済学の論理，つまりこれまで理解されているイン

フレーシ ョン学説あるいは経済発展論およぴ経済（比較）体制論なとを参考の基準諸枠として ，

その枠組みのなかでどのように位置付けられ，それらを通じてどのように理解 ・解明されるかと

いう観点からの検討 ・究明は以下に列挙する諸文献にみるように活発になされてきつつある。こ

の稿でも ，そうした問題意識に立っていささかの理解を深めてみようと試みた小論である。すな

わち，これまでのインフレーシ ョン諸説を経済発展論および同体制論の基礎に立って確認しつつ ，

それらに依拠しながら二つのインフレ現象についての理解に際しての参考としてみようと意図し

ている。しかし，これらのインフレ現象が，その問題としてもつ性格の複雑さ，取り分けそれら

が体制移行期というこれまでの経験を超えた過程で生じ，現在進行最中にあるということからし

て， こうした小論で充分その理解を尽くし切れるものでないことはもとよりである。以下は，必

ずしも二つの国についての研究をこれまで専門としてこなかった筆者が，新旧合わせて昨今にみ

る経済諸説を紹介しかつそれらに依拠しつつ筆者自身の理解についてその確認を企てたあくまで

試論の域を越えるものではない。したがってロシアおよび中国のインフレーシ ョンそのものにつ

いての記述は注に引用 ・列挙した諸著作 ・諸論文に譲り ，それよりは発展論あるいは体制論の枠
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組みとその中でのインフレーシ ョン現象の仮説的理解が中心となる 。

１１１

１． ロシアにおける現行のハイパ ー・ インフレーシ ョン現象　　その契機と原因

　ハイパ ー・ インフレーシ ョンが近代資本主義において歴史的に生じた諸経験には少なくとも膨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
大な（不換）貨幣量の過剰増発があ ったことをその共通な出来事としている。Ｍ．フリードマンに

よれば，過去におけるそれらはいずれも戦争と革命の産物であ ったとし，歴史的に異例ともいう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
べき非常事態に限定されていたとみなしている。これからして，共産党（独裁）政権から大統領

制・ 複数政党議会民主制への移行を（反）革命とみなすかどうかは暫く置くとしても ，大きな政

変であることについては疑いない。その意味では今回の政変とそのもたらした大きな事態の変化

はこれまでの歴史的な非常事態と特筆される諸経験と事柄の性格を共有しているはずと　先ずは

理解しておいて良いであろう 。

　政変後のロシアで上の脚注で取り上げた諸例に匹敵する貨幣の過剰増発が相当するのは，ロシ

ア各地方（中央）銀行がエリツェン政権に要求した莫大な決済貨幣の送金である。これまで共産

主義政権下の指令経済では貨幣による代金決済を伴わない勘定決済制度を採っており ，年問所要

貨幣量は（国営）企業間における継続的取引の勘定相殺後においての取引額残余に限定され，そ

の決済分のみの貨幣需要規模で済むことが原則となっ ていた。しかし，取引の市場化 ・自由化は

相対（あいたい）かつその都度原則が採用されることになり ，それがために取引毎の競争原理が

作動するが，決済所要貨幣量もそれにつれ膨れ上がることになる。加えて政変後ロシアではその

極端な目先の利益最大化を狙ったバザール的経済の性格が強化されたと報じられている。バザー

ル的経済取引ではその都度決済が常態化し，信用取引による延べ払いの可能性が薄まり ，貨幣需

要量は一層増加することになる 。

　取引の自由化が普及しても全てが全てその都度貨幣決済とは限らず手形支払いと延べ払いが含

まれた貨幣の回転があるので貨幣所要量はその取引額合計とはならないものの，勘定相殺方式か

らすれはその何（１０９）倍もの貨幣流通量が必要となり ，経済市場化にともない決済貨幣量で十

分な貯えのない地方（中央）銀行から中央銀行へ所用必要量の貨幣請求があ っても別段おかしく

はない。決済処理が円滑にいくかどうかは，新体制下における市場作動の基本条件となる。増し

て国営企業はその規模からしてそれぞれの地域における経済活動の中心であり ，それに留まらず

雇用 ・教育 ・医療など社会（福祉）維持的機能も果たしていたのであり ，その不振はその地域社

会の崩壊にも繋がり兼ねない訳で，そうした不振企業が苦境に陥れば陥るほど，援助金 ・補助金

対策としての融資が一層拡大したことを否めない（この問の事情については特定時期にあ って中国に

おいても共通とみて差し支えない）。

　こうした市場経済の基本条件かつ緊急的対策を同時にかつ短期問内に充足しなければならない

という状況に加えて，何度かに及んだ大統領国民投票 ・信任投票の際，その都度地方からの支持

取り付けの要請という政治的配慮が政権内に作用して貨幣供給量は一挙に短期問内に急増せざる

を得なかった。その意味からすれば後述するようにモスクワヘ出向いたのはアダム ・スミスばか

りでなく ，マキアベリも一緒だったということになる。いうまでもなく ，ここでアダム ・スミス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３５）
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が登場するのは「自由放任」が意味されてのことであり ，マキアベリのそれは大統領制の採用が

結果したことを指している。この，地方からの支持取り付けにともなう補助 ・援助の目的による

貨幣の増発と供与は，最高権力に相当する大統領選任 ・信任にともなうそれらだけに限られては

いなかった。価格の自由化を初発とし同時にそれを基軸とする「シ ョッ ク療法」が政変後に採用

されて以来，それにともなうはずの緊縮的な財政 ・金融諸政策を事実上無効とさせたのが，大統

領に続く政治権力者達によっ てそれらの権力基盤の強化を狙いとし，国営企業の諸要求に応じた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
貨幣供給が増発されたとする幾つかの指摘は，国営企業がもつ雇用 ・福祉 ・教育などに及ぶ社会

的役割に加えて，中央銀行が最高会議としての旧議会の直轄でありその独立 ・中立を保証されて

いなかったという事情と相侯ってインフレ増進の契機的状況となっ た貨幣の大量増発を結果した

という事情を如実に物語っている 。

　以上に述べた貨幣量の大量急増という状況のみによっ てハイパー・ インフレが加速したかどう

かは定かではない。政経両面における混乱から生産性の著しい低下は物不足状況を生み出し，そ

の供給役割を補いかつ担う輸入は国際比価の関係から一層の物価高に拍車をかける。こうしてロ

シアのハイパー・ インフレは複数の要因が複雑に絡み合った複合的結果でもあろう 。

　実物的側面とくに市場における物不足状況をみると，以下のような「価格メカニスム」が作用

したことを見逃すわけにはいかない 。

　それは国営企業と自由企業の併存がもたらす価格すなわちコスト体系の二重制が市場を混乱さ

せたという状況である。これは，輸送 ・運送費と保管倉庫料等王として流通諸経費が国家経費と

して製品価格から除外（超過利潤として手元に保持）できる前者国営企業と，それらを算入して価

格設定しなけれはならない後者自由企業とでは，後者では採算基準からの不可避性からそれらを

算入した高価格設定による販促へのインセンティブが作用するのに対して，前者では自由化によ

って委任された価格形成権と販売権を行使し，同一価格水準（自由企業設定の高価格）でのかつ売

り控え（自由企業販売の完売 ・品切れを待機）という販売の逆インセンティブ（売上げ付加一定率の国

家納付金を差し引いた後の手元歩合利潤留保額の増大を図ってのそれ）が同時に生じたことを想定させ

る。 かくして以上のような経過は二つの経済組織システムが併存しているときには，それぞれの

立場からする経済合理性が発揮されたものではあるが，国営企業規模が格段と大きく ，その取引

ウエイトが多大である限り市場に結果することは（消費財を中心とした）極端な物不足とそれによ

るインフレである 。

　つまりこれは自由競争市場の成立に不可欠な則提である，一物一価の法則を表面上は成立させ

ながら制度 ・機構システムとしては，効率化への対等な競争条件を設定するという機能を作用さ

せなくしてしまうことになる。後述する「ソフトな予算制約」が存在する社会主義計画経済では ，

価格設定におけるコスト：採算主義原則が無効化する可能性をもっ ており ，それが価格多重性を

許容させ，そこでのそれぞれの経済合理性を求めることが市場信頼性もっといえば信用合理性を

損ねてしまうことになる。なおここで「一物」とは文字通り同一地域における製晶差別のない厳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
密な意味での同一製晶（食肉をはじめ食晶類などの消費財で）と考えるべきである 。

　新古典学派が理解し主張するような資本主義的自由競争市場経済にあ って，それが健全に機能

するためには「市場の完全性」が保証されていなければならない。その存立要件として貨幣の価

値尺度機能がニューメレールとして歪んでいないことが則提で，その信用合理性が成止している

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３６）
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必要がある。いいかえれば，（一時的には）価格差が存在しても ，それを保守 ・保護するような規

制・ 規則が無ければ，究極的には競争条件が働いて一物一価の法則が作用する方向に向かうはず

である。上のロシアにみる多重な価格システムの存在により ，そうした信用合理性が，自由競争

市場が充分浸透する以前にあ って，未だその経済にあ って中心的存在である国営企業が存続し ，

社会主義経済との混在 ・併存の体制システムであることに由来する運営機構上の価格差を存在さ

せたことによっ て損なわれてしまっ たを意味している。経済としての機構 ・制度が市場化に適合

し整備される以前に旧システムが温存され，未だ作用が有効かつ強力なまま運営規則だけが新シ

ステムとして自由化されるという結果が生んだ産物であり ，改革の手順が前後した結果でもある 。

これは現行の自由経済体制では，その基盤として一物一価の法則が原則として機能する民問部門

を主として（その原則は屡々離反する場合多いが），公共部門をその補助的 ・補完的部門とする先進

資本主義型経済のあり方と ，それとは対称的な，コスト原理よりは利潤極大化（最大化）を目途

とした自由裁量価格（市場では規制価格として作用する）行動を中心とした公共部門を主とし，コ

スト原理に服さざるを得ない民問部門を従とする機構 ・制度 ・体制システムの編成となっ ている

ことから生じたのであり ，そこでの経済合理性が制度 ・機構システムのもとで個別経済主体側か

ら追求されての結果と解釈さるべきであり ，経済主体の意図したことと結果した市場秩序という

観占からしての倫理性という道徳的判断とは　先ず毎関係というべきであり ，制度機構の組織編

成と行動原理との相互関連が通常みられる先進型資本主義と逆転すればどのようなことが生ずる

かの事例を提供しているものとみなし得よう 。

　一方，ニュー・ ケインジアン学派は「サンスポ ット均衡」と称して，資本主義的自由競争経済

にあっても経済システムの基礎的ファンダメンタルズと関係のない，一般物価水準と独立な価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
の形成 ・存立とそれをもととした均衡経済成立の可能性を論証している。ロシアでファンダメン

タルズが整備される以前に均衡状態もしくはそれに近い状態がもたらされる可能性があ ったとす

れば，この全体システムとは切り離されたそれであ ったのかもしれない。がしかし，このサンス

ポット均衡（価格）の成立は，一般均衡体系が大局的かつ安定的であるのに対し局所的（１Ｏ。。１）

かつ一時的（ｔ．ｍｐｏ．ａ．ｙ）という限定された範囲でしかない（とすれはそれは経済取引が他地域と独立

な極めて限定された範囲でその可能性が求められるにすきないであろう）。 その局所的かつ一時的均衡は

全体システムとの関係が生じたとき何が起こるかはそこにおいてもなお不明なままである 。

　ロシア経済におけるインフレーシ ョン問題に戻れば，以上に論じたことに加えて，さらに開放

化にともなう国際関係からの二つのインフレ要因が上の諸条件に加わって作用する。一つには外

国為替レートという金融面で，すなわち急激な金融市場の肥大化は，外為市場においてルー ブル

価値の一層の下落をともない，二つにはそれが輸入品価格の高騰をもたらすというインフレ加速

化への増幅である。品不足にともなう高価格輸入品の購入を余儀なくさせそれが物価高にはね返

えり ，インフレに一層拍車がかかるということである 。

　なおここで想定している先進型資本王義制度　機構とは，程度問題は残るものの自由競争つま

りコスト原理が少くとも作用している経済を考慮しており ，完全独占に近くかつ規制の無い産業

組織にあ って，なおそこで利潤極大化行動が放置される経済は，資本主義制度 ・機構下にあ って

も想定され得る産業組織であり ，事実米国における強固な反独占政策が準備され，時には発動さ

れるのも ，こうした事態を回避するためと解釈されることでもある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３７）
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　というのも ，資本主義的自由競争市場経済にあ っても ，意図的，伝統的かつ慣習的規制は様々

に存在し，それらが個別利益の擁護となっ ていることは周知のことであり ，それが一物一価の法

則の機能 ・作用を妨げていることは今日では常識である。それからすれば上の「信用合理性」は ，

必ずしも揺るぎない盤石の基盤の上に成り立っているのではない。ごく最近の経済情勢が物語る

ように，合理性を超えた信用膨脹の累積的結果としてバブルが形成され，それが突然の崩壊に至

るなどの各過程にみるようにその「信用性」は合理性を超えまた問を置かず不安に陥り易い，そ

れ自体は脆弱性を常に抱えた性格をもっ ている。ロシアの場合にハイパー・ インフレーシ ョンと

いう不幸な事態を招いたのは，個別経済主体側からの合理性さえ発揮 ・維持できれば平常的であ

ることが保証されるだけの制度 ・機構がファンダメンタルズとして整備される以前に，経済と切

り離された政治面からのマキアベリズムが強力なパワーを発揮し，それが経済面で最大限に発現

されたということにあろう 。

　以上にだけ視野を限っても管理通貨制度下において貨幣が果たさなけれはならない機能である

唯一の価値評価尺度（ニューメレール）としてのそれ（市場経済概念の核心としての，価格の資源配分

におけるシグナル機能）は放棄され，それがまた一層（消費財を中心とした）市場供給量を縮小させ

かつ（何をどれだけ生産するかについての情報を）混乱させるに至り ，その混乱がいずれも巨大規模

でかつ各共和国問に点在していた国営企業中心の生産財 ・資本財各生産 ・各市場に及ぴ，それら

が経済全体に及んだと推察される 。

　しかもこの混乱は自由化 ・市場化にともなう制度 ・機構システムの整備 ・整序過程における政

策的措置の発動に合理的ヴィジ ョンを欠いたことによる混乱がさらに付け加わる 。Ｆ．ｖｏｎハイ

エクの唱えるところでは，市場プロセスは自然的秩序（。ｐｏｎｔ．ｎ。。ｕ。。。ｄ。。）として形成されるも

のとしている。「自然的」という限りにあ っては，人為的時問と作為を超えた，一種の進化論的

プロセスがそれにともなうはずである。しかし市場的プロセスについての説明と理解がそこに留

まる限りにあ っては制度 ・機構システムの整備 ・整序過程における意識的措置と手順を欠くこと

となる。一方，既に触れたように改革急進派とそれに加担したＩＭＦ等のアドバイザー達は「ビ
　　　　６）
ツク ・バン」すなわちｒシ ョッ ク療法」でそれを一挙に実現しようと企てた 。

　自由化 ・市場化の内容的基礎は私有化 ・民営化であり ，商業（ビジネス）化であり ，かつ民主

化である。原料 ・生産物 ・製品などの生産 ・消費各市場，労働市場，金融（貨幣資金 ・証券資本）

市場など各市場の成立と形成が則提であり ，それらが一国経済組織システム全体の循環構造 ・同

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
過程として編成され，それらが相互関係を保持しつつ作動することによっ て完結する。もちろん ，

各市場の形成および／あるいは全体としての経済システムの構成には，資本主義のいわば純粋型

としてのアングロ ・サクサン型を経済学の一つの範例とするもそれに拘らない。ｒ日本式何々」

と称されるように，その形成過程にあ っては，その国 ・地域の文化 ・伝統によっ て変質 ・変容を
　　　　　　　８）
受けるのが則提である。それらは毎作為ではあ っても ，「ピソ ク・ ハン」という言葉そのものに

意味されたような無秩序ではない 。

　上述した経過は後に紹介するヤーノシュ ・コルナイの提起した「ソフト ・バジェット ・コンス

トレイント（三一度決定されれば誰も影響を及ぼし得ない「ハード」な予算制約に対して，指令権と同時

に裁量権を前提とした行動伸縮的な情報機能を媒介とした相互関係のもとでその予算は調整され変更を加え

られる）」という条件が成立している経済（資本主義経済にあ っても公共部門で相当する現象が観察され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３８）
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るが，そこでの指令性は予算制約の厳守というハードな条件がその代替として付け加わる）では保証し得

ない事後責任が伴わない世界となっ てしまい勝ちである。その組み立てにあ って無論理で整序的

手順が明示されずかつ混乱を招来する以外の何物でもない「ピソ ク・ ハンもしくしシ ョソ ク」過

程で対応して済むものではなかろう 。少なくとも市場はそれ自体「組織 ・機構」としての存在で

あり ，「自由」は本来無組織 ・無原則を根本的基底としている限り ，それのみでは「組織 ・機構」

編成の基準足り得ない（西側市場資本主義は「何々からの自由」としてその対象を明確にして歴史時問的

に対処してきたのであり ，各組織とその機能メカニズムは全てが全てそうした歴史的経験を経て形成されて

きた。それを無視したアドバイザー達の過誤とその責任は歴史的に記録される程に大きいものがあろう）。

というのも ，上述した裁量権を則提とした「ソフト」な予算制約が，自由化 ・市場化によっ てよ

り一層増幅して作用し，価格高騰に結びついたことを否定できないからである。上述した自由企

業の併存を前提とした売り惜しみと高価格設定を採る国営企業の行動は納付金制度を元とした国

家収入 ・予算段階でばかり作動するに留まらず，製品市場つまりは自由化されなお規模の大きさ

を保たれたままでの国営企業段階で，不断に発揮された訳である。国営企業にみられる低位生産

性はこのようなインセンティブがもつ一見の「経済合理性」に支えられているという実態によっ

て裏付けられており ，単なる形式的組織規模（それとの関係は絶たれないものの）とそれと関連し

た勤労意欲（モラール）の低下によっ て説明し尽くされるものではない。もともと市場組織制度

の形成 ・変化についてのプロセス論理とそれを実現する行動枠組みの一般理論など，未だ科学と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
しての認知上完全に把握されてはいないことが明記さるべきである。しかも歴史的経験としての

市場経済から計画経済への移行過程とは逆の過程の進行が意図されたとし，それらと対称的（シ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１Ｏ）
ンメトリー）に事柄が進むと考える論理的根拠はこれまで得られてはいない。それらを論理的根

拠とすれば，自由市場化が全ての既存規制 ・規則の撤廃をもっ て始まるとの認識は全くの過誤と

までは言い切れないものの，市場組織そのものも制度 ・機構であり ，システムそのものであると

いうことを失念していると評さざるを得ない。その市場機構にあ って国営企業が自由企業と同じ

機能，もしくは自由企業化すると期待すること ，それも「ビ ック ・バン」と称するそれによっ て

実現すると考えることとは，同一の論理ではない。前者が規制 ・規則の撤廃後に，何が創造され

るかの論理が暗黙に予定されるのに対し，後者「ビ ック ・バン」には，その後は成り行きに任せ

るという無責任さが伏在しており ，それがまた現実にもなっ たということである。論理は現実

（経済）に適合しないことは多いが，逆に現実が論理的に説明されないことはない，もっと直載

にいえば，現実システムの説明に論理が齪歯吾をきたすことは問々あるとしても ，論理レベルで破

綻を来すモデルはシステムとはいわないということと ，また，論理の無いところにシステムは存

在しないということでもある 。

　以上に加えて一般に度々指摘されるように，そうした混乱が産んだモラル ・ハザードの問題も

否定できない。以下にこの点を付記しておこう 。

　「契約，信用，（供給）責任など，（それらは独裁政権下における罰則を前提にした強制と恐怖のシステ

ムがもたらした社会主義国家の下での使命感であろうと ，高度に自律化した市民経済杜会であろうと ，いわ

ばゲームのルールとして機能 ・規律していなければ，経済社会として存立する有効条件に欠けている…括弧

内引用者付記），近代市民社会の基本要件が国家の崩壊とともに融解し，国家から自立した市民社

会としてのあり方とその成↓が未然な場合，そうした傾向に一層拍車がかかることになる。個人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３９）
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としてのアイデンテティを失い，無関心 ・無気力（アパシイ）か，むき出しのエゴイズムを元に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
した拝金主義のどちらかに砂（社会）のように流れていくこと」が報じられている（以上は注記の

記事を要約したものである）。

　一時的もしくは短期的（マクロ）需給ギャッ プおよび／あるいは（賃金等）コスト上昇にともな

う先進国型（クリーピング）インフレではなく ，１００％台もしくは１ ，０００％台の伸ぴを示す超（ハイ

パー）インフレとして政治民主化のコストを一挙に支払わされた訳となっ たことである。そこで

は手順として政治から経済への移行が整序的に進行したわけではなく ，むしろ政治改革に途方も

ないハイパ ー・ インフレという莫大なコストを支払わざるを得なかったことがその経過として示

されたということであり ，今後望ましくは，現在の混乱が将来の安定を得る代償としてのあり方

が実現するということになろう 。

　計画経済から市場経済への移行期にみられるこのロシアの超インフレ現象の経過をみるとまず

以上のように把握できよう 。現段階だけに留まるかきり ，社会主義の資本主義市場経済への移行

は成功というには程遠くむしろ失敗に類するといえようが，それは計画に代わり市場がその役割

を即座にかつ効率的に果たしうると考えられるほど単純な成り行きではなかったということであ
り， さらに願わしかったことつまり反省としては，歴史的経験事実に惇らない細心の留意が必要

であ ったということである。加えて後半で紹介したモラル ・ハザードの存在も否定できず，フェ

アな経済行動を多分にデストート（撹乱）させている側面を無視できないものの，機構諸改革を

則提とし，裁量性しかも大規模に行使されるソフトな性格を一層強めた（国営企業側の）それな

りの「経済合理性（それは経済道徳性という観点からすればそれ自体大きな問題をもたらしたことである

としても）」，それが作用したこと ，インフレがむしろそうしたソフト ・バジェット ・コンストレ

イントを含む民主化の政治コストとして惹起した側面の方が濃厚であ ったことを推し量れるので

ある。政治は権力と結びついて初めて現実的な役割を持ってくるのであり ，その争奪を巡っては

社会主義 ・資本主義の区別では済まされない，両者共通のマキアベリズムとしての性格を持たざ

るを得ないこと（「モスクワヘはアダム ・スミスとともにマキアベリも行 った」），ロシアの現行にみる

ハイパー・ インフレーシ ョンも上述したようにその争奪 ・維持を巡っての意図せざるコストとし

て現出したと解せるものであろう 。

２． 中国におけるインフレーシ ョンと成長過程の断続

　１９７８年以降，中国が経済改革に着手して以来，同国は二度の大きなインフレーシ ョンを経験し

ている 。一回目は１９８４－８７年にみられた「経済過熱」であり ，成長率の大幅な低下という対価を

支払 った ’９０一’９１年における一旦の休止期問を経過して後，’９２年に成長率の回復をみるとほぼ同

時に，再びインフレは再燃の気配を漂わせ，’９３一’９４年の成長率本格的回復とともにインフレもま

た本格化し，現在再び三度政策的引き締め措置ばかりでなく ，実勢の上からも成長率のこれまた

大幅な鈍化を経験せざるを得ない状況にある。いわゆる「ストッ プ・ アンド ・ゴー」成長路線の

繰り返し，しかも注目されるのはそのア ップ ・アンド ・ダウン幅が，ラテン ・アメリカ諸国で経

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４０）
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験しているそれらと同一もしくはそれらを上回る内容であるということである。すでに経済改革
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
以後，いわば初回のインフレについては，下記の小宮教授による秀逸な著述がある。ここで小宮

論文が秀逸であるとする理由は二重にあ って，その一つはデマンド ・プル型であるとする「過熱

現象」の基本的性格についての的確な把握と ，二つはそこでの中国で採られた政策諸措置につい

ての評価，つまり中国当局が’８７年年初においてインフレは’８６年内に収東 ・沈静化され克服され

たという認識に対し ，’８７一’８８年以降にそれが直ちに再燃することを予告し，事実時を置かず

’８７一’８９年に事態はその予告通りに進んだということである（その意味からすれば，’８０年代の中国に

おけるインフレは厳密にいえば二つの波が波状的に襲ったということであり ，その後の’９０年代になっ てから

の経過も加えて理解すれば，その断続性は一段と回を重ね，その厳しさを加えたということになる）。

　また，改革以前にも湖り ，改革後の構造問題ともなっ ている，国有企業の慢性的赤字体質，そ

れを補うことが意図されていながら，逆にそれに輸をかけた国家財政赤字と高まる信用膨脹 ・金

融政策 ・改革，国際経済圧力さらには国民生活への影響を分析し，インフレ論争すなわちその原
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３〕
因と諸課題についての，日中共同研究に成る実証的な優れた研究成果も発表されている 。

　そこで本稿では，中国経済におけるインフレ経済の実態とそれらの構造問題そのものについて

の把握と分析とはそれらの優れた他著に委ね，以下，それらをも参考としながら中国経済のイン

フレ課題を発展 ・開発問題のそれとし，これまで経済諸説として展開されてきた諸理解のなかで

それを位置づけ特徴を明らかにするという ，視野をやや拡大した接近の仕方を意図している 。つ

まり ，西側先進諸国と比べても ，部門によっ てはそれらを格段と上回 っていた旧ソ連つまりロシ

アを，発展途上国に類することは問題であろうが，中国の場合には，そう分類してまず差し支え

なかろうということである 。

　途上国をはじめ杜会主義両経済に関して，新制度学派Ｄ．Ｃ．ノースは，「特定の制度的制約は ，

組織が機能する限界点を規定し，したがってゲームのルールと行為者の行動との相互作用を分か

りやすくするということ ，」であり ，「もし組織（企業 ・労組 ・農業集団 ・政党 ・議会委員会など）が

その努力を非生産的活動に向ければ，制度的制約はそうした活動へのインセンティブ構造を提供

する」とし，「第三世界が貧しいのは，その制度的制約が生産的活動を促進しない政治的／経済

的活動に対する利得の集合を定義するからであ（り），杜会主義諸経済は，その基本的な制度的

枠組みが現在の貧しい成果の根本原因であるということを理解し始めたばかりであり ，結局生産

性を増大させる経路に組織を沿わせるインセンティブを立て直すために，制度的枠組みを再構成

　　　　　　　　　　　　　１４）
する方法に取り組もうとしてる」と述べている 。

　社会主義経済が「不足経済」を基調としていた（いる）ことについてその論調の中心において

いるのはヤーノッ シュ ・コルナイである。それらの原因的解明を含めてすでにコルナイによるこ

れまでの一連の体系的研究およびそれらの要約を含む最近の大作として注記の諸文献が挙げられ
１５）

る。

　コルナイの不足概念の骨子を要約すると ，一般に経済，産業，および企業ならびに消費者の各

活動水準は需要制約と資源制約を中心にそれらに予算制約が加わ って決定されるが，それらの制

約条件の一つ以上の有力条件によっ て左右される。その制約条件は信用その他の政策的猶予 ・余

地の可能性についての有無，さらには生産性 ・補助等の自他による努力 ・援助によっ て固定的か

伸縮的かの可能性とその程度次第でハードとソフトに分かれる。先進諸国はどちらかといえば

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４！）
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（マクロ的）需要制約によっ てその活動水準は限界を画される場合が多く ，逆に発展途上国およぴ

社会主義経済国は資源制約によっ てそれを画される場合が多いとされる。ここで指摘される資源

制約の内容は供給諸条件全てを含むものであり ，全体（マクロ）と個別（ミクロ），部門 ・個別間

における需要 ・生産水準等と一定のノルム形成 ・制御とその変化を含む量的 ・質的相互関係に立

ち， それらとの相対関係によっ て決められるものとし，それ次第によっ てそれらの相互 ・相対関

係を通じて過不足の経済が発生する。それらは唯一つの条件である場合もあり ，無数ともいえる

諸関係によっ て生ずる場合もある（過剰な場合は制約としての条件から外れることになることは勿論で

ある）。

　このコルナイの（過）不足経済の概念は上述したノースによる制度とその条件適応つまり変化

の概念と対応する理論といえる。前者でいう不足条件が供給面にある場合，その摩擦 ・緊張 ・軋

櫟等が市場経済であればインフレーシ ョンという価格の異常変化として現出する。それが（市場

における価格としてのシグナル機能を持たない）計画経済であれば，相互（あるいは一方的）に利用さ

れる資源について様々な主体間での（解消 ・緩和および強制 ・相互了解などを含む）客観的 ・主観的

調整 ・統合的政策措置が官僚機構を通じて採られることになる。これらの措置は事前と事後なら

びに首尾 ・不首尾の結果に服し，服さざるを得ないことは勿論である。コルナイが社会主義経済

をｒソフト ・バジエット ・コンストレイント（柔軟な予算制約）」としての病理を持つとしている

のはこの一連の調整 ・統合措置と経過を指している。ノースが述べているように，社会主義経済

が改革という制度変化への選択がなされる場合は，上のコルナイの調整 ・統合機能が既存の制度

機構，意思決定，情報の収集 ・伝達のそれらを含む既存の体制システムでは機能不全に陥り ，そ

れが限界の極に至ってその枠組みの再構築 ・再構成が迫られたことを指すことになる。旧ソ連の

政変とその後の経済改革にあ っても ，１９７８年に発する中国における経済改革への着手にあ っても
，

それらの状況を共通かつ如実に反映したことに他ならないと解釈される 。

　ところで上に述べたコルナイの不足経済が先進国で作用するのは，いうまでもなく需要不足の

ケインス的世界である。この需要不足という不均衡を政府公共部門の独↓投資を起発として，そ

れによる乗数効果や所得効果（ケインジアンとすれば加速度原理）により ，不均衡状態つまり失業

状態を改善し，コルナイのいう不足解消の過程をケインズは分析課題として取り上げたわけであ

るが，彼自身はそれが解消した後でのつまり完全雇用下で発生するインフレーシ ョンについて充

分自覚してはいたものの，それを分析対象として真正面から課題とされるのは，ケインス以後の

マクロ経済学の発展すなわちフィリッ プス曲線の登場を待たねばならなかったのは周知のところ

である。労働力を資源とみなせば，完全雇用は資源不足の経済と同じ局面を迎えるわけであり ，

そうした貯蓄を上回る過剰投資による，金利をはじめ，超過需要とそのインフレーシ ョンおよび

リフレーシ ョンとしてその行き過ぎにより発生するさらなる不況 ・失業を問題としたのはハイエ

クであり ，その説によれはインフレと不況 ・失業の共存があり得ることになる。そこでは途上国

およぴ社会王義経済でのコルナイのいう不足経済が，先進国でも存在することになり ，労働力以

外の（エネルギー・ 環境などの）資源も加えれば，資源制約の不足経済はそこでも（しばしば）現出

し存在することになる。かくしてハイエク型の，マクロ ・べ一スにおける構造不均衡としての景

気循環論は，部門問における製品 ・原料関係の過不足としてミクロ ・べ一スでも存在することに

なり ，生産過程の迂回化が一層複雑化することにより ，情報伝達の障害 ・不完全性が作用してこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４２）
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の構造循環をもたらす事態が一層倍加することに繋がる。ハイエクのこうした構造循環を最近に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
なっ て見事に復活させて論述した好著として篠原三代平（東京国際大）教授のそれがある 。

　こうした構造的不均衡がもたらす「不足型インフレーシ ョン」は発展的急成長経済においては

先進国 ・途上国共通に観測されるところであるが，概してその現れ方は発展経済およぴ計画経済

体制にあ っては資源制約つまり需要超過（供給不足）型であり ，先進諸国にあ っては需要不足
　　　　　　　　　　　　１７）
（供給過剰）型が　般的となる。とのような発展態様でとのような資源制約がインフレをもたらす

か， それが単なる部門問相対価格の変動から一般物価水準の全般的上昇をもたらすかについては

後述することとして，ここでは以下まず，経済の発展段階として現代の中国がどのような段階に

到達しているかという ，いわは大局的視野での位置づけを行い，そのインフレ原因についての手

掛かりを得ておこう 。

　経済発展段階説，取り分け現代の代表的それといえば，通常，誰でもＷ．Ｗ．ロストウのテイ

ク・ オフ（離陸）論によっ て代表されるそれがまず思い浮かぶ。ロストウによれば，経済発展段

階の基本的歴史諾形態として，近代的経済発展は「先行条件期（ｐ．ｅｃｏｎｄｉｔｉｏｎ．ｆｏ．ｔａ
ｋｅ－ｏ伍）」 ・「離

陸（ｔａｋｅ－ｏｆｆ）期」 ・「技術醸成 ・熟成期（ｔｅｃｈｎｏ１ｏｇ１ｃａ１ｍａｔｕ．１ｔｙ）」 ・「高度大量消費期（ｈ１ｇｈ　ｍ。。。

。。ｎ．ｕｍｐｔ１．ｎ）」に大別される。事実，自らのその経済発展段階説を中 。し・に据えて，Ｄヒュームに

始まり ，古典派，新古典派，Ｃ．クラーク ，Ａ．Ｏ．ハーシュマン，Ｗ．アーサー・ ルウィス，Ｇ．ミ

ルダール，Ｒ．プレビ ュッ シュ，
Ｊ．

ティンバーゲンなどいわばそのパイオニア達の，さらにはＨ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
Ｂ． チェナリーなども加えて現代の経済発展諸学説迄を展望した近刊の大著にあ っても ，ロシア

（離陸期１８９５年，技術醸成 ・熟成期１９０５－１９５５年頃，高度大量消費期１９５５年以降）および中国（離陸期

１９５０－１９７０年，技術醸成 ・熟成期１９７０年以降）とそれぞれ位置づけられており ，１９８０年迄の検討であ

るので後者中国において高度大量消費段階期に移行した記述はみられない。しかし，中国におけ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
る１９８５年以降の家電を中心とした耐久消費財とくに家庭電気製品の著しい普及率（カラーＴＶ ・テ

ープレコーダ ・都市部１００世帯当たり約８０台，電気洗濯機 ・同９０台，電気炊飯器 ・同約７０台，冷蔵庫 ・同約

６０台，いずれも ’９３年）は，ロストウの検討期以降中国は未だ車社会には至らずともその大量消費

段階期に移行したと位置づけてよかろう 。

　ところで上記のロストウ発展段階説は西欧とくに英米の経済各発展段階がそのいわば原型つま

り基本モデルとして据えられている。そこでは，各段階が歴史的時間 ・時期をおいてまさに段階

的に移行した経過を示したのであり ，各段階毎にかなりの長期問を要（熟成）して前段階は次の

それへ移行したという経過を示した。すなわち各個別発展段階はそれぞれに「時問消費

（ｔｍ。一。。ｎ．ｕｍｍｇ。。。ｐ．ｎｄｍｇ）」であ った。しかし，その後に続くいわは後発各国においては一段

階一歴史的期間という経過を取らずに，各段階の期間が短縮化されると同時に，それぞれの段階

が時期的に重なり合うという ，後発なるが故の模倣の有利さが発揮される（た）ことになり ，

「時問節約（ｔｉｍ。一。。。ｉｎｇ）」の下で経過している。が，段階期問の短縮化は必ずしも有利とばかり

はいえず，次の発展段階における必要かつ充分な条件を整える醸成条件を欠くという不利さをも

また合わせ持つことになる。前者の先進各国においてはロストウ成長段階説（Ｓｔ．ｇ。。）では，技

術醸成 ・成熟期にあ って公共施設 ・インフラストラクチ ュア整備が積極化し，それを通じて技術

的発展が集積され次の発展段階への移行が円滑に見込まれることになる。とくに中国の場合には ，

技術醸成期と高度大量消費（初期）段階期とが時期的に重複し，それによっ てそうしたインフラ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４３）
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整備をはじめ，つぎの段階に備える前段階の準備としての醸成 ・熟成が整わなかったこと ，それ

が不足経済つまり部門間構造不均衡を随所にかつ大幅に発生させ，結局はインフレの発生 ・高進

およびその繰り返しに繋がったと診断できる 。

　もっともロストウ段階説では近著にあ っても部門間構造不均衡によるインフレーシ ョンについ

ての記述はみられない。わずかにスミス ・マルサスつまり古典派からチ ェナリー・ クリステンセ

ンまでの現代派にいたる一貫した交易条件の悪化による相対価格インフレ（これには国内に焦点を

合わせれば上の構造不均衡型インフレが内蔵している），ケインズ型ブーム期のそれ，およびラテン ・

アメリカ諸国における所得分配の不平等と富裕層の過剰消費インフレについての諸記述がみられ

るのみで，構造不均衡型インフレが次の成長テンポを遅滞させることについての指摘は窺われな

い。 先進国型成長 ・発展モテルがロストウの場合あくまで基本であり ，急展開 ・急成長とそれに

よる不均等性 ・不均衡性（たとえば日本，韓国 ・台湾などアセアン諸国における経済発展 ・経済成長）

が生むインフレ，その発展 ・成長鈍化への循環についての問題意識は無いとは言えないものの
，

薄かったと解釈できよう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）　戦略的不均等 ・不均衡構造発展論を取り上げたアルバートＯ．ハーシュマンにあ っては，その

経済成長プロセスとインフレーシ ョンとの論理的結びつきは，不足およびボトルネ ックをともな

う不均等発展の一部であり ，それに内包するサプライ ・シ ョッ ク・ インフレーシ ョンと規定され

ており ，貯蓄 ・投資の不均衡によるマクロ経済がもたらすそれとは区別されている。ハーシュマ

ン説では，発展を阻害するというよりは相対価格の変動を通じて供給力の増加としてその不均等

是正に一役をかうものの，食料 ・外国交易面などにみられるように，その（ボトルネ ック部門にお

ける）供給力増強反応が弱く ，金融 ・財政政策担当者の能力如何では，　般物価水準の上昇つま

りインフレヘの圧力が加わることが的確に指摘されている。こうしたサプライ ・シ ョッ ク・ イン

フレ論は南側の開発主義からではなく ，北側の石油危機に端を発し，それもマネタリストからで

はなくストラクチ ュアリストからの指摘によるとし，ハーシュマンは，その萌芽的論者達である

コロンビア ・ブラジル開発に当た ってのＩＭＦ ・世銀スタ ッフがした助言が２０－３０％のインフレ

容認 ・奨励であ ったことへの不同意を，その後にクビチ エッ ク軍事政権をもたらした根源となっ

たことを挙げて言及している。途上国における交易条件およぴ開発金融の未然性 ・不安定性 ・不

確実性からする開発援助の必要 ・必然が説かれる一方で，注目されるのは開発戦略における不均

等発展の役割，すなわちその全面展開もしくはビ ック ・プ ッシュ に頼るのではなくそれを幾つか

の段階に分け，部門間の不均等性を自己矯正すること ，衝動的ではなく許容的連続性を得ること

の利点についての指摘があることである。その内容に立ち入る前に，先にみたコルナイの不足経

済における価格変動について若干付言しておこう 。

　不足経済にみるインフレーシ ョンについての検討を再びコルナイに返ってみると ，コルナイは

部門問相対価格の変動と　般物価の上昇であるインフレーシ ョンとを区別しているものの，不足

経済下にある社会主義経済にあ っては相対価格の変動を含めて常に潜在的に抑圧されたインフレ

ーシ ョン過程にあるとし，それが顕在化する契機とし，マクロ ・べ一スに立ち以下の四つを挙げ

ている。まず，０マクロ ・レベルにあ って財 ・サービスヘの超過需要が継続的に存続しているこ

と， 　生産 ・販売者には価格の引き上げ誘因があること，　労働不足が賃金に上昇圧力を作用さ

せている，　許容的貨幣政策は，それが超過需要を一般化させる程度にまで貨幣供給を増大させ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４４）
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る傾向があること ，などである。社会主義経済ではこれらの内在的諸契機が結合してインフレ傾

向を生じさせるが，そのプロセスは必ずしも爆発的であるとは限らず，マイルドな姿であるかも

しれない。上の四つの要因でも ，それらの総合的結果でもある¢は強力に作用するが，それを除

きインフレヘの大きな圧力になるとは限らない。ソフトな予算制約（国営企業への弾力的援助）で

あるから，利潤は企業にとっ て死活問題ではない。管理が厳しく ，独立した組合（によるストラ

イキ等）が存在しなし，かつ貨幣供給政策も資本主義国のように景気後退 ・不況に対処する訳で

はないので強い圧力とはならない 。

　インフレーシ ョンが顕在化するのは，コルナイによれば，不足経済としてのあり方が，政府 ，

企業，消費者個々のエイジェントの予想 ・期待に基づく行動を通じて累積化することにある 。そ

の累積の重圧がちょつとした切っ掛けで顕在化することになる。とくにそれは価格体系に現れる 。

たとえは価格改革がある部門間で生ずるとそれは当事者間のみに留まらず，生産物価格，要素価

格全ての部門に，かつ一時期にシンドローム症侯群として集中して生じ，それは政府税収 ・補助

金にまで及び，それらはハード化しインフレを発火させ燃え上がらせることになる。それまでシ

ステムが抑圧的であればあるほど改革それ自体が外的シ ョッ クとなり ，しかもその程度は大きく

なる 。

　市場自由化の当初はこれらの体質を大きく残存（国営企業の存続）させそれをそのまま引き継が

なければならない。海外価格からの影響もそれに付け加わることにならざるを得ない 。

　ところで以上にみた（抑圧的および顕在的）インフレ過程は，戦後日本にあ ってもみられたとこ

ろである。まず戦災による生産力の壊滅による供給力不足によるそれには（抑圧型ではなく顕在型

インフレであったが）傾斜生産と間接金融両方式が採られた。抑圧型のそれらとしては，高度成長

期における消費者物価および石油危機以後の卸売物価にみられたところである。高度成長期にあ

っては，急激な（需要立地重化学）工業化発展にともなう（巨大）都市化現象は，生鮮食料品を中

心とした消費財の生産 ・流通体系の整備が追い付かず，重化学工業品（供給先行型投資と建値制に

よる卸売物価）の弱含みが継続する一方で，都市部消費者物価指数は絶えず上昇圧力を嵩じ続け

た。 石油危機以後においてはこれとは全く逆に，（石油）資源価格の上昇を背景に設備投資が低

成長化による需要追随（供給設備増強の手控え）型に変化することによっ て， 重化学工業品を中心

とした卸売物価は常に強含みである一方，生産 ・流通システムに改善をみた消費者物価指数は弱

含みを（現行にあっても）継続している。卸売 ・消費者両物価体系は石油危機を境に，それに先立

つ高度成長期および続く低成長期では逆転した（抑圧）インフレ体質を持ったことになる。また ，

現行にみる円高下における「価格破壊」的現象は，各種コスト高およひ途上国追い上け競争激化

が顕在的インフレ抑圧機構として作動していると見傲しうる 。

　高度成長期における消費財物価上昇傾向への抑圧機構は，「食管会計」による農業補助金　奨

励金制度であり ，それにより生産費と販売価格の逆ザヤを，都市部からの多額税調達を原資とし

て補填する一方，農村部において耐久消費財需要市場が形成されるという経済循環が成立した 。

また石油危機後の卸売物価上昇傾向への抑圧機構は，それに先立つ先行投資期の莫大な供給余力

の存続とセンサーおよびマイクロコンピュータが一体化した制御技術の向上 ・発展による省エネ

化さらには「減量経営」による省力化であ った。また，現行にみる「価格破壊」的現象は，耐久

消費財輸出を中心とした貿易黒字の累積とそれを基礎とした海外直接投資による海外依存すなわ
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ち代替製品輸入の増大であり ，そこでは円高そのもののがインフレ抑圧の顕在機構とすれば ，

「リストラ」がインフレ抑圧の潜在機構として作動していると判断される 。

　コルナイの説く不足経済と発展経済における部門間の不均等性（それには空問的地域格差を必ず

内在させている）が原因とするハーシュマン説によるインフレーシ ョンは，両者とも発展経済そ

のものに不可避的に付随する現象とすることでは共通である。それらを可及的に回避する道筋と

して，コルナイには「急進的成長（ｍｓｈｅｄｇｒｏｗｔｈ）」に対して歴史的成長主流（ｍａｍｓｔｒｅａｍ）に基

づく「調和的成長（ｈａｍｏｎ１ｃｇ．ｏｗｔｈ）」論が用意され，ハーシュマンにも ，不均等にしても部門

間敵対（ａｎｔ．ｇｏｍ。）的（所得の食い合い）ではない，不均等是正あるいは均衡の成長路線が提唱さ

れている 。

　最近の中国政府当局においても ，急進的成長路線がもたらしそれがみずからを結果的に挫折さ

せるマクロ的かつ部門問の不均等によるインフレの弊害＝成長のストソ プ・ アント ・コー政策を

認識し，先の’９５年９月の１４期中央委員会第５回総会では，これまでの成長実績にみる中庸的路

線が採択され，２，０００年の一人当たりＧＮＰを１９８０年の四倍増とし，２ ，０１０年のＧＮＰを２ ，０００年

の二倍にすることが，大まかな目標として掲げられ，効率向上，農業振興，国有企業改革，地域

格差の是正などの重要方針が提示されている。そのうち地域格差については，発展立ち遅れ地域

である内陸中西部の支援と上海浦東区を含む経済特区への基本政策の不変，インフラ部門として ，

水利，エネルギー， 交通 ・運輸，通信などの産業基盤部門の整備，産業部門として機械 ・電子 ，

石油化学，自動車，建築を四大基幹とし，世界貿易機関（ＷＴＯ）への加盟など国際的自由化へ

の積極的展開と同競争力の強化が言厘われている 。

むすびに替えて ロシアおよび中国両インフレーシ ョンの性格比較

　ロシアおよび中国両インフレーシ ョンの性格を以上に垣問見たが，両者のそれらは社会主義経

済（から）の市場経済化およびそのための改革という共通の目標を持ちながら，また，その原因

が金融システムとくにソフトな予算制約による国有 ・国営企業への過大な貨幣供給に端を発して

おり ，社会主義経済における超過需要による不足経済としてのあり方を共通としながら，その現

れた態様は極めて対称的であり ，両極ともいえる様相を呈している。ロシアにおける破局的とも

いえるハイパー型と中国の成長ストッ プ型の比較的モデレートなそれである。前者にその抑圧的

機構として機能すべき政治管理機能が逆にそれを加速する役割を果たし，後者においては管理機

構の強力な一元化を堅持しながら二重もしくは多重な価格システムを，それに基づく強力な規制

権として維持したという相違がある。とくに中国においては，伝統的な重工業（基礎資材製造部門 ，

公益部門およぴエネルキー　資源部門）が中央政府の厳格な管理下に置かれたということ ，それらの

部門が価格自由化されれは赤字部門となり ，放置すれは大量失業とその経済的コストの巨大化な

らびに社会的混乱を免れないということを政府当局が察知していたことが，原材料価格を完成晶

価格と比例的に維持するため低コスト資金融資および補助金によっ て保護し続けたというソフト

な予算制約に基づく政策措置を継続したことが国営企業の資金事情を（ロシアよりは）管理でき

たこと，それらがさもなければ肥大化を一層広げた資金供給にある程度の歯止めを掛けることが

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４６）
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できたこと ，結呆としてインフレをハイパー化させる動因に抑止的効果をもたらしたということ

に通じた。これはロシアにおいて’９２年１月１日より国営企業を含む全ての価格が “ビ ック ・バ

ン” の名のもとに自由裁量化されたことと比較される。いわゆる多重価格システムは同一部門同

一品にではなく ，部門間かつ基礎的か完成晶か（国営か非国営か）で区別されたのである 。

　その結果した中国における漸進王義（９・・ｄｕ・１１・ｍ）による経過が，急進王義的な改革故に多大

な困難を招かざるを得なかったロシアおよび東欧の改革方針にとっ て大きな教訓であるとする諸
　　　　　　　　２２）
論調が多くみられる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
　経済改革にとっ て， 急進王義がより効果的か漸進王義が良いかは一概に断定できない。中国に

おいて漸進主義が，ロシアの急進主義に比較して成功したかにみえるのは，その改革過程にあ っ

て価格改革においてもそれと関運した制度改革にあ っても経過暫定措置が採られたことによる 。

例えば既に述べたように基礎資材生産を担当する国営企業の価格についは自由化が押さえられ ，

自由企業のそれのみが自由化されるという二重価格システムの採用などにそれが顕著である。後

者の場合，急激なインフレーシ ョンは回避されるが，国営企業の効率向上を俄かには期待できず ，

政府による赤字補填支出が嵩み，貨幣供給を増大させ，結果としての一般的マクロ経済でのイン

フレを招いた。同時に潜在的失業者を国営企業は抱えることになるが，一面これは社会福祉的効

果（顕在失業者を急増させないという）を生んだことになる。もしロシアにおける国営企業の価格

決定（自由）権が一時留保され，自己責任制が厳密に適用されていたとすれば，インフレは押さ

え込まれていたであろうが，結果としては大量失業の顕在化を招来させ，生産供給量を低下させ

ていたことになる。その限りでは，不足経済にあ っても失業とインフレのトレードオフおよび失

業と生産量の関係つまりフィリ ソプス曲線とオーカン法則は存在していたことになる 。

　中国における漸進主義が評価されるのは，漸進的改革のプロセスにおける時問を稼いでの，農

業の自営化および食料増産 ・貯蓄 ・資本蓄積の成果としての地域産華 ・（郷鎮）企業の発展であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４〕り， その結果として民問部門の増強であろう 。ミクロ経済についてはこの稿直接のテーマではな

いが，社会主義経済の市場化にあ って，ミクロ動向は，インフレーシ ョンなどマクロ経済の諸課

題を解決するキイポイントとなっ ていることに疑いない。さらに急進主義とマクロ経済動向との

関係についていえば，ロシアのようにハイパ ー・ インフレーシ ョンのような不安定状態に陥 った

ときのそれから離脱する措置は勢い急進的にならざるを得ないし，そうでなければその急速な解

決への効果は得難いということもある。いずれにしても ，中国とロシアの現行に見る市場化過程

の相違は，初期条件が漸進的であることを許容する環境にあ ったかどうかということと ，出発時

にあ ってそれを採用し難く急進的であることを要請された状況にあ ったかという相違が大きく影

響したことに疑いない 。

　このことは，同時に，冒頭に述べた政治の民主化による経済コストの負担関係（急激か漸進か

にょる）と密接に関係している。それが急進的，急激であればその負担は一時期つまり一挙に増

大するということになり ，その負担終息の措置に誤りなければその経済社会はその後に大きなツ

ケを残さずに済むであろうが，その漸進性がそうした コスト負担を先延ばししてしまう結果もあ

り得る。後者による先延ばしされたツケが一挙に回 ってその回収を迫られることになると ，勢い

漸進主義のみがそのこと（経済市場化）の成否を握る鍵であ ったとする評価も今後の歴史と時問
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
の推移を見定めて後ということにもなろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４７）
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　（追記）本稿は，立命館大学国際学術共同研究「日中経済関係の構造的研究（１９９４－５年度，研究代表

松野昭二）」による研究成果の一部である 。
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　　Ａ　Ｋｌａｍｅｒ，‘Ｂｏｏｋ　Ｒｅｖ１ｅｗ（Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｓｙｓｔｅｍ）
’，

Ｊｏ皿ｎａ１ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｌ１ｔｅｒａｔ肚ｅ，Ｖｏ１ＸＸＸＨＩ

　（Ｊｕｎｅ１９９５）　ｐｐ．８７９－８８０

７）ＷＢｒｕｓ ＆ＫＬａｓ
ｋ１，ＦｒｏｍＭａｒｋｓｔｏＭａｒｋｅｔ（ＯｘｆｏｒｄＵＰ ，１９８９，佐藤経明西村可明訳『マル

　クスから市場へ』岩波書店）

８）Ｃ　Ｈａｍｐｄｅｎ－Ｔｕｍｅｒ ＆Ｆ　Ｔｒｏｍｐｅｎａａｒｓ，Ｔｈｅ　Ｓｅｖｅｎ　Ｃｕ１ｔｕｒｅｓ　ｏｆ　Ｃａｐ１ｔａ１１ｓｍ（Ｄｏｕｂ１ｅｄａｙ，１９９３）

９）上記任５）およひ６）で揚けた参考文献類，とくにＤ　Ｆｅ１ｌｘ のそれを参昭のこと 。

１０）ＪＭＢｕｃｈａｎａｎ，‘Ａｓｙｍｍｅｔｎｃａ１Ｒｅｃ１ｐｒｏｃ１ｔｙｍＭａｒｋｅｔＥｘｃｈａｎｇｅＩｍｐ１１ｃａｔ１ｏｎｓｆｏｒ Ｅｃｏｎｏｍ１ｅｓｍ

　Ｔｒａｎｓｌｔｌｏｎ
’，

Ｅ　Ｆ　Ｐａｕ１，Ｆ　Ｄ　Ｍ
１１１ｅｒ，Ｊｒ ＆Ｊ　Ｐａｕ１（ｅｄｓ），Ｌ１ｂｅｒａ１１ｓｍ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｏｒｄｅｒ

　（Ｃａｍｂｒｉｄｇｅ Ｕ． Ｐ．，１９９３）に所収。なお同書にはこの論文以外にも社会主義からの移行過程にあ って

　の政治的経済的諸問題を取り扱った好論文が多く収められている 。

１１）袴田茂樹「ロシアに権威主義台頭へ」（日本経済新聞 ’９５．６．１５。「経済教室」欄）。

１２）小宮隆太郎『現代中国経済 ：日中の比較考察』（東京大学出版会，１９８９年）。 とくに同書　第４章

　１９８４－８７年の「経済過熱」 ：マクロ経済管理改善の課題を参照 。

　　また，同教授をはじめ，中国側研究者 ・政策責任者も加わ った「日中学術交流会議（１９８６－９１年）」

　での主要論文集である ，

　　関口尚志 ・朱紹文 ・植草益編『中国の経済体制改革 ：その成果と課題』（東京大学出版会，１９９２）

　も ，同テーマについてのマクロ経済，産業 ・企業 ・労働，農業 ・農村経済，国際経済など，全般に渉

　る，高度な全体像を与えてくれる 。

１３）南部稔　張元元編著『中国のインフレーシ ョン』（勤草書房，１９９５年）。

１４）　Ｄ　Ｃ　Ｎｏｒｔｈ，Ｉｎｓｔ１ｔｕｔ１ｏｎ，Ｉｎｓｔ１ｔｕｔ１ｏｎａ１Ｃｈａｎｇｅ　ａｎｄ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ（Ｃａｍｂｒ１ｇｅ　Ｕ　Ｐ ，１９９０
，

　竹下公視訳『制度　制度変化　経済成果』晃洋書房，１９９４年，１４６頁）

１５）Ｊ　Ｋｏｍａ１，Ｔｈｅ　
Ｓｏｃ１ａ１１ｓｔ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ｔｈｅ　Ｐｏ１１ｔ１ｃａ１Ｅｃｏｎｏｍｙ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｍ１ｓｍ（Ｐｒｍｃｅｔｏｎ　Ｕ　Ｐ ，１９９２）

　また，上記の著作に至る主要著書をそれぞれの発行年次順にあげれば下記となる 。

　　　　 ，Ｍａｔｈｅｍａｔｌｃａ１Ｐ１ａｎｍｎｇ　ｏｆ　Ｓｔｍｃｔｕｒａ１Ｄｅｃｌｓｌｏｎｓ（Ｎｏｒｔｈ－Ｈｏ１１ａｎｄ，１９６７）

　　　　 ，Ａｎｔｉ－Ｅｑｕｉ１ｉｂｒｉｕｍ（Ｎｏｒｔｈ－Ｈｏ１１ａｎｄ，１９７０，岩城博司 ・岩城淳子訳『反均衡の経済学 ：経済シ

　　　　　 ステム理論の形成をめざして』日本経済新聞社，１９７５年）

　　　　 ，Ｒｕｓｈ　ｖｅｒｓｕｓ　Ｈａｒｍｏｎ１ｃ　Ｇｒｏｗｔｈ（Ｎｏｒｔｈ－Ｈｏｎａｎｄ，１９７２）

　　　　 ，Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ　ｏｆ　Ｓｈｏｒｔａｇｅ，２ｖｏ１ｓ（Ｎｏｒｔｈ－Ｈｏ１１ａｎｄ。， １９８０）

　　　　 ，Ｇｒｏｗｔｈ，Ｓｈｏｒｔａｇｅ　ａｎｄ　Ｅ舐ｃ１ｅｎｃｙ（Ｙｒｊｏ　Ｊａｈｎｓｓｏｎ　Ｌｅｃｔｕｒｅｓ，Ｂ１ａｃｋｗｅ１１．１９８２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４９）



１２６ 立命館経済学（第４４巻 ・第６号）

　　　　 ，Ｔｈｅ　Ｒｏａｄ　ｔｏ　ａ　Ｆｒｅｅ　Ｅｃｏｎｏｍｙ　Ｓｈ１ｆｔｍｇ　ｆｒｏｍ　ａ　Ｓｏｃ１ａｌ１ｓｔ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ｔｈｅ　Ｅｘａｍｐ１ｅ　ｏｆ　Ｈｍ －

　　　　　 ｇａｒｙ（Ｗ．Ｗ．Ｎｏ廿ｏｎ，１９９０，佐藤経明訳『資本主義への大転換 ：市場経済へのハンガリーの

　　　　　道』日本経済新聞社） ．

　　なお，コルナイの，上記各著書の要約を含むその他諸論文を編訳した邦書としては以下がある 。

　　盛田常夫 ・門脇延行訳『反均衡と不足の経済学』日本評論社，１９８３ 。

　　盛田常夫訳『不足の政治経済学』岩波現代選書，１９８４ 。

　　　　 ，『経済改革の可能性』岩波現代選書，１９８６ ．

１６）篠原三代平「ハイエク動態論の再評価（１９８２）」，同『世界経済の長期ダイナミクス： 長期波動と大

　国の興亡』ＴＢＳブリタニカ ，１９９１年に所収 。

１７）発展経済および計画経済における需要超過（およびその結果としてのインフレ）のメカニズムと先

　進国経済における供給過剰のそれがどのように生ずるか，その論理的解明として優れた探究成果とし

　ては以下の文献参昭。同書での各論稿はポーラント　ユーコスラピア ・（旧）東トイノを中心に，そ

　れらに中国も加えた経済改革について優れた論及がなされている 。

　　ＭＫｎｅ１１＆ＣＲ
１ｋｅｒ（ｅｄｓ） ，Ｓｏｃ１ａ１１ｓｔＥｃｏｎｏｍｌｅｓｍＴｒａｎｓｌｔｌｏｎ Ａｐｐｒａ１ｓａ１ｓｏｆｔｈｅＭａｒ

ｋｅｔ

　Ｍｅｃｈａｍｓｍ（Ｅ　Ｅ１ｇａｒ１９９２）

　　その掲載論文の一つとして，とくに社会主義経済における需要超過インフレについては ，

　　Ｅ　Ｎ
ｅ１１，“Ｔｈｅ　Ｆａｌ１ｕｒｅ　ｏｆ　Ｄｅｍａｎｄ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　ｍ　Ｓｏｃｌａ１１ｓｍ

”

　では，西側先進諸国の供給過剰型経済との対称 ・対比を行いつつ優れた理論的分析がなされている 。

　また ，

　　Ｃ　Ｔ　Ｓａｍｄｅｒｓ（ｅｄ），Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ　ａｎｄ　Ｐｏ１１ｔ１ｃｓ　ｏｆ　Ｔｒａｎｓ１ｔ１ｏｎ（Ｍａｃｍ１１１ａｎ ＆Ｔｈｅ　Ｖ１ｅｍａ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔｅ

　ｆｏｒ　Ｃｏｍｐａｒａｔ１ｖｅ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｓｔｕｄｌｅｓ，１９９２）

　も ，東西ヨーロッパ双方の経済改革について参考となる 。

１８）ＷＷＲｏｓｔｏｗ，Ｔｈｅｏｒ１ｅｓｏｆＥｃｏｎｏｍ１ｃ ＧｒｏｗｔｈｆｒｏｍＤａｖ１ｄＨｕｍｅｔｏｔｈｅＰｒｅｓｅｎｔＷ
１ｔｈ ａＰｅｒｓｐｅｃ －

　ｔｌｖｅｏｎｔｈｅＮｅｘｔＣｅｎｔｕｒｙ（ＯｘｆｏｒｄＵＰ ，１９９０）

　　なお，ロストウのこれまでの王要編著作としては，以下があげられる 。

　　　　 ，Ｂｎｔｌｓｈ　Ｅｃｏｎｏｍｙ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｎｍｅｔｅｅｎｔｈ　Ｃｅｎｔ皿ｙ（Ｃ１ａｒｅｎｄｏｎ　Ｐ ，１９４８）

　　　　 ，ＴｈｅＰｒｏｃｅｓｓｏｆＥｃｏｎｏｍ１ｃ Ｇｒｏｗｔｈ（Ｗ　Ｗ　Ｎｏｒｔｏｎ，１９５２＆Ｃ１ａｒｅｎｄｏｎＰ ，１９５３
，’６１）

　　　　 ，Ｔｈｅ　Ｓｔａｇｅｓ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｇｒｏｗｔｈ（Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕ　Ｐ ，１９６０＆２ｎｄ　ｅｄ’ ７１，木村健康　村上

　　　　　泰亮 ・久保まち子訳『経済発展の諸段階』ダイヤモンド社　１９６０，増補版１９７１） ．

　　　　 ，Ｐｏ１１ｔ１ｃｓ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｓｔａｇｅｓ　ｏｆ　Ｇｒｏｗｔｈ（Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕ　Ｐ ，１９６０）

　　　　 ，Ｔｈｅ　Ｕｎｉｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ　ｉｎｔｈｅ　Ｗｏｒ１ｄ　Ａｒｅｎａ（Ｈａｒｐｅｒ ＆Ｒｏｗ，１９６０） ．

　　　　 ，（ｅｄ），Ｔｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍｌｃｓ　ｏｆ　Ｔａｋｅ－ ｏｆｆ　ｍｔｏ　Ｓｕｓｔａｍｅｄ　Ｇｒｏｗｔｈ（Ｓｔ　Ｍ航ｍ’ｓ　Ｐ ，１９６３）

　　　　 ，Ｈｏｗ　Ｉｔ　Ａ１１Ｂｅｇａｎ？（ＭｃＧｒａｗ－Ｈ
１ｌ１．１９７５）

　　　　 ，ＧｅｔｔｍｇｆｒｏｍＨｅｒｅｔｏＴｈｅｒｅ ＡＰｏ１１ｃｙｆｏｒｔｈｅＰｏｓｔ－Ｋｅｙｎｅｓ１ａｎ Ａｇｅ（Ｍ６ｃｍ１１１ａｎ，１９７８坂

　　　　　本二郎 ・足立文彦訳『二十一世紀への出発 ：ケインズ経済学を超えて』ダイヤモンド社）。

　　　　 ，Ｔｈｅ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｅｃｏｎｏｍｙ： Ｈｉｓｔｏｒｙ　ａｎｄ　Ｐｒｏｓｐｅｃｔ（Ｕ．ｏｆＴｅｘａｓ　Ｐ ．， １９７８） ．

　　　　 ，Ｗｈｙｔｈｅ　Ｐｏｏｒ Ｇｅｔ　Ｒ１ｃｈｅｒａｎｄ　ｔｈｅ　Ｒ１ｃｈ　Ｓ１ｏｗ　Ｄｏｗｎ（Ｕ　ｏｆ　Ｔｅｘａｓ　Ｐ ，１９８０）

　　　　 ，Ｒ１ｃｈ　Ｃｏｍｔｒ１ｅｓ　ａｎｄ　Ｐｏｏｒ　Ｃｏｍｔｒｌｅｓ　ＲｅＨ
ｅｃｔ１ｏｎｓ　ｆｒｏｍ　ｔｈｅ　Ｐａｓ，Ｌｅｓｓｏｎｓ　ｆｏｒ　ｔｈｅ　Ｆｕｔｕｒｅ

　　　　　（Ｗｅｓｔｖｉｅｗ，１９８７） ．

１９）Ｅ　Ｃａｒｄｏｓｏ ＆Ｓ　Ｙｕｓｕｆ
，‘‘Ｒｅｄ　Ｃａｐ１ｔａ１１ｓｍ　Ｇｒｏｗｔｈ　ａｎｄ　Ｉｎｎａｔｌｏｎ　ｍ　Ｃｈｍａ

”， Ｃｈａ１１ｅｎｇｅ，Ｍａｙ－Ｊｕｎｅ

　１９９４ｐｐ．４０－５６
．

２０）ＡＯ　Ｈ１ｒｓｃｈｍａｎ，ＴｈｅＳｔｒａｔｅｇｙｏｆＥｃｏｎｏｍ１ｃ Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ（Ｙ
ａ１ｅ
ＵＰ ，１９５８，麻田四郎訳『経済

　発展の戦略』巌松堂出版） ．

　　不均等 ・不均衡な構造発展における成長プロセスとインフレーシ ョンとの関係については下記を参

　照のこと 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５０）



経済発展論および同体制論と二つのインフレーシ ョン（鈴木） １２７

　　　　　　　　，Ｅｓｓａｙｓ　ｍ　Ｔｒｅｓｐａｓｓｍｇ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ　ｔｏ　Ｐｏ１１ｔ１ｃｓ　ａｎ（１Ｂｅｙｏｎｄ（Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕ　Ｐ ，１９８１）

　　　　　　　　，Ｒｌｖａ１Ｖ１ｅｗｓ　ｏｆ　Ｍａｒｋｅｔ　Ｓｏｃ１ｅｔｙ　ａｎｄ　Ｏｔｈｅｒ　Ｒｅｃｅｎｔ　Ｅｓｓａｙｓ（Ｈａｒｖａｒｄ　Ｕ　Ｐ１９９２）

　　　　　　　　，Ａ　Ｐｒｏｐｅｎｓｉｔｙ　ｔｏ　Ｓｅ１ｆ－Ｓｕｂｖｅｒｓｉｏｎ（Ｈａｒｖａｒｄ　Ｕ． Ｐ．，１９９５）

　　　　　なお，ハーシュマンの政治経済学 ・社会経済学は，正統派経済理論とは異なっ た杜会科学の全体像

　　　を展望させてくれる。上記以外の主要著作は以下の通りである 。

　　　　　　　　，Ｎａｔｌｏｎａ１ＰｏｗｅｒａｎｄｔｈｅＳｔｒｕｃｔ皿ｅｏｆＦｏｒｅ１ｇｎ Ｔｒａｄｅ（Ｕ　Ｃａ１１ｆｏｒｍａ Ｐ， １９４５）

　　　　　　　　・Ｊｏｕｍｅｙｓ　ｔｏｗａｒｄ　Ｐｒｏｇｒｅｓｓ： Ｓｔｕｄｉｅｓ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｐｏ１ｉｃｙ－Ｍａｋｉｎｇ　ｉｎ　Ｌａｔｉｎ　Ａｍｅｒｉｃａ

　　　　　　　　　　（Ｔｗｅｎｔｙ　Ｃｅｎｔ甘ｙ　Ｆｕｎ（１．１９６３）

　　　　　　　　，Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　Ｐｒｏｊｅｃｔｓ　Ｏｂｓｅｒｖｅｄ（Ｂｒｏｏｋｍｇｓ，１９６７＆１９９５ｒｅ１ｓｓｕｅｄ　ｗｌｔｈ　ｎｅｗ　ｐｒｅｆａｃｅ）

　　　　　　　　，Ｅ ｘ１ｔ，Ｖ０１ｃｅ，ａｎｄ　Ｌｏｙａ１ｔｙ　Ｒｅｓｐｏｎｓｅｓ　ｔｏ　Ｄｅｃ１ｍｅ　ｍ　Ｆ１ｍｓ，Ｏｒｇａｍｚａｔｌｏｎｓ，ａｎｄ　Ｓｔａｔｅｓ

　　　　　　　　　　（Ｈ
ａｗａｒ

ｄ　Ｕ．Ｐ
。，

１９７０，三浦隆之訳『組織社会の論理構造 ：退出 ・告発 ・ロイヤルティ』ミネ
　　　　　　　　　　ルヴ ァ書房）

　　　　　　　　，Ａ　Ｂｉａｓ　ｆｏｒ　Ｈｏｐｅ： Ｅｓｓａｙｓ　ｏｎ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｌａｔｉｎ　Ａｍｅｒｉｃａ（Ｙａ１ｅ　Ｕ．Ｐ
．，

１９７１）

　　　　　　　　，Ｔｈｅ　Ｐａｓｓｉｏｎｓ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｒｅｓｔｓ： Ｐｏ１ｉｔｉｃａ１Ａｒｇｍｌｅｎｔｓ　ｆｏｒ　Ｃ ａｐｉｔａ１ｉｓｍ　ｂｅｆｏｒｅ　Ｉｔｓ　Ｔｒｉｕｍｐｈ

　　　　　　　　　　（Ｐｒｉｎｃｅｔｏｎ　Ｕ． Ｐ．，１９７７ ．）

　　　　　　　　，Ｓｈ１ｆｔｍｇ　Ｉｎｖｏ１ｖｅｍｅｎｔｓ　Ｐｒ１ｖａｔｅ　ＩｎｔｅｒｅｓｔａｎｄＰｕｂ１１ｃ　Ａｃｔ１ｏｎ（Ｐｍｃｅｔｏｎ Ｕ　Ｐ１９８２　佐々

　　　　　　　　　木 ・杉田訳『失望と参画の現象学』法政大学出版局）

　　　　　　　　，Ｇｅｔｔｉｎｇ　Ａｈｅａｄ　Ｃｏ１１ｅｃｔｉｖｅ１ｙ： Ｇｒａｓｓｒｏｏｔｓ　Ｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅｓ　ｉｎ　Ｌａｔｉｎ　Ａｍｅｒｉｃａ（Ｐｅｒｇｍａｎ　Ｐ
．，

１９８４）

　　　　　　　　，Ｔｈｅ　Ｒｈｅｔｏｒｉｃ　ｏｆ　Ｒｅａｃｔｉｏｎ： Ｐｅｒｖｅｒｓｉｔｙ，Ｆｕｔｉ１ｉｔｙ，Ｊｅｏｐａｒｄｙ（Ｂｅ１ｋｎａｐ　Ｈａ耐ａｒｄ　Ｕ．Ｐ ．，
１９９１）

２１）Ｅ　Ｃａｒｄｏｓｏ ＆Ｓ　Ｙｕｓｕｆ，‘Ｒｅｄ　Ｃａｐ１ｔａ１１ｓｍ　Ｇｒｏｗｔｈ　ａｎｄ　ＩｎＨａｔ１ｏｎ　ｍ　Ｃｈｍａ
’，

Ｃｈａ１１ｅｎｇｅ／Ｍ
ａｙ
－Ｊｕｎｅ

　　　１９９４

２２）ＭＫｎｅ１ｌ＆ＷＹａｎｇ，“ＬｅｓｓｏｎｓｆｒｏｍＣｈｍａｏｎａ Ｓ位ａｔｅｇｙｆｏｒｔｈｅＳｏｃ１ａ１１ｓｔＥｃｏｎｏｍ１ｅｓｍ

　　Ｔｒａｎｓ１ｔ１ｏｎ
”，

上記ＭＫｎｅ１ｌ＆ＣＲ
１ｋｅｒ（ｅｄｓ）に所収 。

　　　　および

　　　　Ｒ　Ｉ　ＭｃＫ１ｍｏｎ
，“Ｆｍａｎｃ１ａ１Ｇｒｏｗｔｈ　ａｎｄ　Ｍａｃｒｏｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｓｔａｂ１１１ｔｙ　ｍ　Ｃｈｍａ１９７８－１９９２Ｉｍｐｌｌｃａ

　　 ｔｉｏｎｓ　ｆｏｒ　Ｒｕｓｓｉａ　ａｎｄ　Ｅａｓｔｅｒｎ　Ｅｍ－ｏｐｅ
’’

　　　　Ｂ　Ｎａｕｇｈｔｏｎ，“Ｃｈｍａ　ｓ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｓｕｃｃｅｓｓ　Ｅｆｆｅｃｔ１ｖｅ　Ｒｅｆｏｒｍ　Ｐｏ１１ｃ１ｅｓ　ｏｒ　Ｕｎ１ｑｕｅ　Ｃｏｎｄ１ｔ１ｏｎｓ？”

　　上記二編の論文はいずれも

　　　　Ｋ　Ｚ　Ｐｏｚｎａｎｓｋ１（ｅｄ），Ｔｈｅ　Ｅｖｏ１ｕｔ１ｏｎａｒｙ　Ｔｒａｎｓ１ｔ１ｏｎｔｏ　Ｃａｐ１ｔａ１１ｓｍ（Ｗｅｓｔｖ１ｅｗ　Ｐ ，１９９５）

　　　１こ所川又
。

２３）　 Ｌ　Ｂａ１ｃｅｒｏｗ１ｃｚ，Ｓｏｃｌａ１１ｓｍ，Ｃ ａｐ１ｔａ１１ｓｍ，Ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔ１ｏｎ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｅ皿ｏｐｅａｎ　Ｕｍｖｅｒｓｌｔｙ　Ｐ ，１９９５）

２４）大塚啓二郎 ・劉徳強 ・村上直樹『中国のミクロ経済改革 ：企業と市場の数量分析』（日本経済新聞

　　手土 ，　１９９５）

　　は同国におけるミクロ経済改革の成果とその評価について本格的な高水準の学術研究である 。

２５）Ｐ　Ｎｏ１ａｎ，“Ｐｒｏｓｐｅｃｔｓ　ｆｏｒ　ｔｈｅ　Ｃｈｍｅｓｅ　ｅｃｏｎｏｍｙ ”， Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｊｏｕｍａ１ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ１９９１ ，１５
，

　　１１３ －１２４

　　　　この論文では，中国の漸進主義は現政権の存続に不可欠であることが指摘されている 。

（８５１）




